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は  じ  め  に 

 

 

本年１月の第５回男女共同参画会議において、小泉内閣総理大臣から暮らしの構造改

革の一環として、様々な分野における女性のチャレンジを促進することについて検討するよ

う指示があり、基本問題専門調査会で検討を行うことと決定された。 

そこで本専門調査会としては、男女がともに個性と能力を十分に発揮できる活力ある社

会の構築に向け、女性の多様な能力をいかせるよう、様々な分野へのチャレンジ支援策に

ついて提言することとし、この度これまでの検討結果を、中間的に取りまとめた。 

人口の半分を占める女性が、社会の様々な分野でチャレンジすることは、新しい発想や

価値を生み出し、社会全体の活力や生活におけるゆとりをもたらすなど、社会全体にとって

必要不可欠である。また、女性に限らず男性の生き方、働き方に多様な選択肢をもたらすと

も考えられる。例えば、ライフステージに応じて多様な働き方を選択できる新しい働き方の

実現、女性の就業行動に影響を及ぼす諸制度の見直しは、男性に対しても家計を支えるた

め仕事一辺倒であった生き方、働き方に多様な選択肢を提供することになるだろう。 

 

中間まとめにおいては、経済分野、農林水産分野における女性のチャレンジ支援を検討

し、必要とされる行政等による支援策の方向性をまとめている。また、女性のチャレンジを

可能とするためには、行政だけでなく、企業、国民がそれぞれの立場に応じてその実現に

向けて努力する必要があるため、企業及び国民の理解が必要不可欠である。本中間まと

めに対する多方面からの意見を期待したい。 

 

本専門調査会としては、そのような意見も踏まえた上、引き続き最終報告に向けて検討

を進めることとし、本中間まとめで取り上げた経済、農林水産分野に加え、今後検討する研

究、行政、地域及び各種団体における活動などの分野を総合的に検討し、最終的な報告を

本年度中にまとめることとしている。 

 

これらの提言を踏まえて、明るい日本の明日に向けて、今後各方面での女性のチャレン

ジ支援策の推進が図られるよう期待する。 
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女性のチャレンジ支援策について女性のチャレンジ支援策について女性のチャレンジ支援策について女性のチャレンジ支援策について    

－女性のチャレンジは、男性の元気、社会の活気－－女性のチャレンジは、男性の元気、社会の活気－－女性のチャレンジは、男性の元気、社会の活気－－女性のチャレンジは、男性の元気、社会の活気－    

  

  

１．なぜ今、女性のチャレンジ支援が必要なのか１．なぜ今、女性のチャレンジ支援が必要なのか１．なぜ今、女性のチャレンジ支援が必要なのか１．なぜ今、女性のチャレンジ支援が必要なのか    

（１）構造改革に女性のチャ（１）構造改革に女性のチャ（１）構造改革に女性のチャ（１）構造改革に女性のチャレンジは不可欠レンジは不可欠レンジは不可欠レンジは不可欠    

現在、我が国の社会経済は、大きな構造的変化に直面している。少子高齢化、国際化、

高度情報化等が急速に進展する一方で、雇用情勢の悪化に見られるように経済の停滞

が続き、将来に対する不安が広がっている。社会経済情勢の変化に対応した豊かで活力

ある社会を実現し、男女が共に生き生きと安心して暮らしていくためには、社会経済の構

造改革が必要不可欠となってきた。このために重要なのは、行政だけでなく、企業、個人

ひとりひとりが、創造性を発揮し、果敢に我が国の構造改革を進めていくことである。なか

でも、男女、とりわけ女性のチャレンジは改革実現の前提でもあり、同時に改革を通して

実現できるものでもある。 

  

（２）世界の中でも低い日本女性の活躍状況（２）世界の中でも低い日本女性の活躍状況（２）世界の中でも低い日本女性の活躍状況（２）世界の中でも低い日本女性の活躍状況    

     ２００２年に国連開発計画（UNＤＰ）が発表した「人間開発報告書」によると、我が国は、

国の基本的な人間の能力の平均がどこまで延びたかを測る人間開発指数（ＨＤＩ1）が測

定可能な１７３か国中９位、ジェンダー開発指数（ＧＤＩ2）が１4６か国中１１位と世界的に

見ても上位にあるのに対し、女性が積極的に経済界や政治活動に参加し、意思決定に

参加しているかどうかを表すジェンダー・エンパワーメント指数（ＧＥＭ3）は、６６か国中３

２位とＨＤＩ、ＧＤＩと比べ大きく落ち込んでいる4。また、世界の経営者等が参画するダボス

会議を主催する世界経済フォーラムが報告した「国際競争力報告２００１～２００２年」で

                                            
1 HDI 人間開発指数（Human Development Index） 基本的な人間の能力がどこまで伸びたかを測るもので、基礎となる

「長寿をまっとうできる健康的な生活」、「知識」及び「人並みの生活水準」の３つの側面の達成度の複合指数である。具体

的には、平均寿命、教育水準（成人識字率と就学率）、調整済み一人当たり国民所得を用いて算出している。 

 
2 ＧＤＩジェンダー開発指数 （Gender-Related Development Index） HDI と同じく基本的能力の達成度を測定するものであ

るが、その際、女性と男性の間でみられる達成度の不平等に注目したもの。HDI と同様に平均寿命、教育水準、国民所得

を用いつつ、これらにおける男女間格差ペナルティーを割り引くことにより算出しており、「ジェンダーの不平等を調整した

HDI」と位置付けることができる。なお、「ジェンダー」とは社会的・文化的に形成された性別である。 

 
3 GEM ジェンダー・エンパワーメント指数（Gender Empowerment Measure） 女性が積極的に経済界や政治生活に参加し、

意思決定に参加できるかどうかを測るもの。HDI が人間の能力の拡大に焦点を当てているのに対して、GEM は、そのよう

な能力を活用し、人生のあらゆる機会を活用できるかどうかに焦点を当てている。具体的には、女性の所得、専門職・技

術職に占める女性割合、行政職・管理職に占める女性の割合、国会議員に占める女性割合を用いて算出している。 

 
4資料１ 国連開発計画（ＵＮＤＰ）「人間開発報告書」 

ⅠⅠⅠⅠ    なぜ今、女性のチャレなぜ今、女性のチャレなぜ今、女性のチャレなぜ今、女性のチャレンジ支援が必要なのかンジ支援が必要なのかンジ支援が必要なのかンジ支援が必要なのか    
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は、日本の女性の経済活動状況が７５か国中６９位と報告されている。これらの国際的

指標を見ると、日本の女性は潜在的に大きな能力をもっているにもかかわらず、経済活

動や政治活動における能力発揮の度合いが極めて弱いことは明らかである5。このこと

は、我が国の社会経済の弱点の一つとなっており、この点からも、男女共同参画の推進

は我が国にとって緊要な課題と考える。 

 

（３）企業活性化の鍵は女性のチャレンジ（３）企業活性化の鍵は女性のチャレンジ（３）企業活性化の鍵は女性のチャレンジ（３）企業活性化の鍵は女性のチャレンジ    

人間は、社会経済の急激な変化にも対応できる潜在的な能力を持っているにもかかわ

らず、多くの企業においては、その能力を十分にいかすことができないような日本的長期

雇用、年功賃金、長時間労働等を背景とした男性中心の画一的な人材管理を行ってき

た。 

企業の経営環境が安定していた高度経済成長期においては、従来型の雇用システム

が企業の成長に有効であった。しかし、経済成長が停滞し、少子高齢化、国際化及び高

度情報化が進展する現在では、市場の多様化・複雑化などにより、経営環境が激変して

いることに伴い、労働市場も変革しつつあり、従来の企業の雇用システムは、そのような

環境変化に対して不適応を起こしている。 

このような状況において、現在、多くの企業が、急激な変化に柔軟に対応できる、創造

性のある人材をいかにして確保するかといった対応を迫られている。 

企業の活性化の推進策として女性の能力を積極的にいかしていくことは、企業にとっ

て、固定的な考え方にとらわれず、新たな価値・発想を取り入れることとなり、多様化する

市場に迅速かつ柔軟に対応し、競争力を発揮するための重要な戦略としての意味を持つ。

日経連ダイバーシティ・ワーク・ルール研究会の報告書6においては、従来の企業内や社

会におけるスタンダードにとらわれず、多様性（性別、年齢、国籍など）や多様な価値・発

想を取り入れることで、ビジネス環境の変化に迅速かつ柔軟に対応し、企業の成長と個

人の幸せにつなげようとする戦略として、「ダイバーシティ」(多様な人材を活かす戦略)を

提唱している。そして、このような戦略を推進するためには、個人の個性や能力を十分に

いかすため、多様な働き方の選択肢を提供することが不可欠であるとしている。 

 

                                            
5
 資料２ 世界経済フォーラム「国際競争力報告 2001～2002 年」  

6平成 14 年 7 月に発表された本報告においては、ダイバーシティを勧めるための提案として①同質的な発想や価値観を

見直すための「意識改革のツール」の必要性、②男性正社員を中心とする人材活用ではなく、これまで活かされてこなかっ

た人材を活用するためポジティブ・アクションを実施するなど「要員管理の目標」として、多様な人材に対応するために諸制

度の見直しや新しい仕組みづくり等の環境整備の必要性、③多様な人材に合わせて多様な働き方も用意するため、企業

にとっては質・量両面での確保が可能となり、働く側にとっては働き方の選択肢が増えるといった企業と個人の「双方のニ

ーズ」に合致することが指摘されている。資料３参照。 
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２．基本的な考え方２．基本的な考え方２．基本的な考え方２．基本的な考え方    

    

（１）男女共同参画社会の実現（１）男女共同参画社会の実現（１）男女共同参画社会の実現（１）男女共同参画社会の実現    

本来、人は性別によって社会参加の道を制限されてはならないはずだが、現実には、

理想との乖離が見られる。例えば経済活動においては、主に男性が主導的立場にあり、

女性はその支え役と位置付けられ、経営の方針決定過程などに参画する機会も少な

いという状況にある。少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化、高度情報化社会

の進展等、我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応していく上で、男女が、お互い

にその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を

十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、社会全体に大きな利益をも

たらすものであることを指摘したい。 

 

（２）どのようなチャレンジか（２）どのようなチャレンジか（２）どのようなチャレンジか（２）どのようなチャレンジか    

男女、とりわけ女性が個性と能力を十分に発揮できていない現状を踏まえ、女性の

新しい発想や多様な能力をいかせるよう、様々な状況下での様々な分野におけるチャ

レンジを支援することが重要である。 

このため、女性が企業の社長、役員、管理職等重要な役職に就いて方針決定過程

に参画し、主導的立場を担っていくことを目指す「上」への（垂直型）チャレンジ「上」への（垂直型）チャレンジ「上」への（垂直型）チャレンジ「上」への（垂直型）チャレンジととも

に、起業家、研究者・技術者、弁護士、会計士、建築家、運送業など、従来女性の活躍

が少なかった分野に女性の新たな活躍の場を広げる「横」への（水平型）チャレンジ「横」への（水平型）チャレンジ「横」への（水平型）チャレンジ「横」への（水平型）チャレンジ

の両方向への支援を行うことが必要である。 

また、我が国の現状では、特に、子育てや介護等でいったん就業を中断する女性が

多いことから、再チャレンジ再チャレンジ再チャレンジ再チャレンジをしやすくなるよう環境整備を進めることが必要である。あ

る世論調査7によると、政府の少子化対策の中で特に重点的に取り組むべき内容とし

て、「出産・子育て後に再就職しやすくする」を挙げた者が男女とも５割となっている。少

子化対策の観点からも、出産後も仕事を継続、再開することを希望する女性が安心し

て出産、育児の選択を可能にする女性の再チャレンジ支援は、特に重要と考える。 

 

（３）生涯を通じた女性のチャレンジ支援（３）生涯を通じた女性のチャレンジ支援（３）生涯を通じた女性のチャレンジ支援（３）生涯を通じた女性のチャレンジ支援    

    子供の頃から年齢を問わず、社会へ積極的にチャレンジする意識の形成、技術・能

力の涵養や仕事と子育ての両立支援などは、女性の生涯を通じて必要である。特に

高齢化、高度情報化社会においては、チャレンジの可能性が拡がっていくため、女性

がチャレンジすることを生涯にわたって支援することが重要である。例えば、いったん

                                            
7 図表２ 政府の少子化対策の中で特に重点的に取り組むべき内容（2001 年読売新聞調査） 
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仕事を辞めて、キャリアアップのための再教育を受け、再び仕事に戻ることができるよ

う、再教育の支援、職場復帰のための支援など、総合的な支援策を検討することが必

要である。 

 

（４）ライフスタイルの選択に中立的な税制・社会保障制度・雇用システムの構築（４）ライフスタイルの選択に中立的な税制・社会保障制度・雇用システムの構築（４）ライフスタイルの選択に中立的な税制・社会保障制度・雇用システムの構築（４）ライフスタイルの選択に中立的な税制・社会保障制度・雇用システムの構築    

本年４月に男女共同参画会議影響調査専門調査会から同会議に提出された「『ライ

フスタイルの選択と税制・社会保障制度・雇用システム』に関する中間報告」において、

男女の固定的役割分担を反映した税制、社会保障制度、雇用システム（長期雇用・年

功賃金等）の下では、女性は能力を発揮することが難しいことが指摘されている。女性

のチャレンジを支援する上で、ライフスタイルの選択に中立的な税制・社会保障制度・

雇用システムの構築は必要不可欠であるという認識に立って、支援策の検討を進める

ことが重要である。 

 

（５）少子化との関連（５）少子化との関連（５）少子化との関連（５）少子化との関連    

働く女性が増加している中、働きながら安心して子どもを育てることができる環境整

備が急務となっている。男女共同参画会議が決定した「仕事と子育ての両立支援策の

方針に関する意見」を受けて、平成１３年７月に閣議決定がなされ、現在、様々な施策

が推進されている。さらに、本年９月、厚生労働省は、「少子化対策プラスワン」として

「男性も含めた働き方の見直し」など４つの柱を基本とする、さらなる具体的施策を示し

ている。これらの動きに見られるように、男女共同参画社会の実現を前提とした施策が、

広がりを見せつつある。 

女性の就業を支援すると、それが少子化を促進するという見方もあるが、国際的に

見ると、出産・育児の時期にある女性の就業率が高い国の方がむしろ出生率が高いと

いう傾向が見られる8。このことから、出産・育児の時期にある女性の就業率が低い国

においては、育児と仕事の両立が難しい等の状況が、出生率の低下の要因の一つと

して考えられる。その意味で女性の就業継続や再就職への支援は、むしろ結果として

少子化対策につながるものとしても期待できる。 
現状では、就業を継続したい女性、再チャレンジする女性の選択肢が限られている

ことから、短時間正社員制度の導入等就業形態の選択肢を広げるための支援策を推

進するとともに、育児や子育て支援のサービスを一層充実することが必要である。また、

それらのサービスや支援に関するわかりやすい情報を提供するなどの施策を進めるこ

                                            
8 図表３ 就業率と出生率との相関（６歳未満の子供のいる女性）， 

図表４ 就業率と出生率の相関（３０－３４歳女性） 
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とも重要である。 
本専門調査会は、女性のみならず男性も、仕事と生活時間のバランスがとれるよう

な多様な働き方の選択肢を拡大し、女性の就業継続や再チャレンジを支援していくこと

が少子化対策としても意義があることを十分に認識しつつ、女性のチャレンジ支援が

進められることを期待する。 
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（１）現状と阻害要因（１）現状と阻害要因（１）現状と阻害要因（１）現状と阻害要因    

   ア．就業状況ア．就業状況ア．就業状況ア．就業状況    
総務省統計局「労働力調査」によると、女性の労働力人口（就業者+完全失業者）

は、平成１３年は２，７６０万人と前年に比べ７万人の増となり、平成１１年からの減

少が増加に転じた。また、雇用者全体に占める女性の割合も４０．４％となり、前年

より０．４％ポイント増加した9。 
他方、女性の完全失業者は１３１万人（前年差８万人）となり、前年と比べ増加に

転じている。 
      企業における女性管理職の割合は、総じて増加傾向にあるものの、その割合は

依然として低く、部長相当１．８％、課長相当３．６％、係長相当８．３％となっている

10。ＩＬＯ‘Ｙｅａｒｂｏｏｋ ｏｆ Ｌａｂｏｕｒ Ｓｔａｔｉｓｔｉｃｓ’２０００に示される各国の管理職に占

める女性の割合（米国４５．１％、カナダ３５．１％、ドイツ２６．３％）と比べると、日本

の女性管理職割合（８．９％）は大幅に低い11。このような状況が、前述した我が国の

ＧＥＭに大きく影響している。 
男女の給与所得については大きな開きがある。１年を通じて勤務した民間給与所

得者を給与階級別にみると、女性では３００万円以下が６３．４％（男性１６．１％）、 

１００万円以下も１４．９％（男性は１．８％）と多い反面、７００万円超は３．２％（男性

２４．２％）であり、男女差が極めて大きい。 

 

イ．就業継続の障害イ．就業継続の障害イ．就業継続の障害イ．就業継続の障害    
結婚・出産退職などの慣行が存在する一方、雇用主には、女性はすぐやめる、職

業意識が低い、労働能力が劣るという考え方を持つ者が多い12。このような考え方は、

個人の能力や意欲を見るのではなく、結婚・出産等による途中退職の可能性が高い

女性をリスクの高い労働者とみなすことにつながり、女性の活用を阻害していると考

えられる。 

日常生活においては、特に子育て期にある３０歳代男性が最も就業時間が長い13。

育児期にある夫婦の男性の育児時間を欧米諸国と比較すると、最も長いカナダやイ

                                            
９  図表５  雇用者数の推移  
10  図表８  民間企業における管理職の女性割合の推移  
11  図表９  管理的職業従事者に占める女性の割合 

12  図表 10 女性が働き続けるのを困難にしたり障害になること 

13 図表１１ 性・年齢階級別就業時間 

ⅡⅡⅡⅡ    どのような支援を行っていくのかどのような支援を行っていくのかどのような支援を行っていくのかどのような支援を行っていくのか    
１．意欲と能力がある女性が活躍できる職場づくり１．意欲と能力がある女性が活躍できる職場づくり１．意欲と能力がある女性が活躍できる職場づくり１．意欲と能力がある女性が活躍できる職場づくり    －「上」へのチャレンジ－－「上」へのチャレンジ－－「上」へのチャレンジ－－「上」へのチャレンジ－    
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ギリスでは 1 時間半弱、日本では１７分と著しく短くなっている14。このように就業時

間や通勤時間が長い男性と家庭責任をより重く負っている女性にとって、地域によっ

ては増加する保育需要に必ずしも対応しきれていない現状の下では、仕事と子育て

等家庭生活との両立が容易ではない環境にある。 
    

ウ．女性管理職への登用・活用が進まない理由ウ．女性管理職への登用・活用が進まない理由ウ．女性管理職への登用・活用が進まない理由ウ．女性管理職への登用・活用が進まない理由    

女性管理職が少ない理由として、勤続年数の短さ、職務経験の不足が指摘され

ることが多い15。「女性はすぐやめる」との考えから、事務的職員など補助的な特定

の分野に女性の職域が固定され、組織の中で、教育訓練を受ける機会や重要な企

画・立案に携わる機会が少なく、企画・立案等の総合的職務遂行能力を十分に習得

できないことが考えられる。 

女性の職域の拡大や昇進等企業における女性の登用の一つの契機にもなってい

る、いわゆる総合職（企画的業務に従事し、全国的な転勤のあるコース）は、結果的

には約５割の企業で男性のみが採用されている。これに対し、いわゆる一般職（定

型的業務に従事し、転居を伴う転勤のないコース）は、結果的には約６割の企業で

女性のみが採用されているなど、コース別雇用管理制度は、固定的な役割分担意

識から事実上男女間で異なる雇用管理となっている事例もみられる16。 

    

エ．男性中心の企業風土エ．男性中心の企業風土エ．男性中心の企業風土エ．男性中心の企業風土    

女性の活躍を阻害する大きな要因として、男性中心の均質性をよしとする企業風

土が挙げられる17。また、家庭や個人の生活よりも会社での長時間労働が中心の生

活や、全国的な転勤の経験が重視される企業風土が考えられる。このような企業風

土の下では、男性も女性も勤務時間などにかかわらず仕事の結果が適切に評価さ

れることや、個々人の優れた能力や独自性のあるアイディアを十分に活かすことは

難しい。多様な価値や発想を認め、企業の活性化を図るためにも、勤務時間や転勤

の有無を問わず、男性にも女性にも多様な働き方を認め、仕事の結果を適切に評

価することが重要である。 

また、企業内のネットワークや情報交換も男性中心であるとの指摘もある。 

 

オ．男女の意識の差オ．男女の意識の差オ．男女の意識の差オ．男女の意識の差    

社会全体に男女の役割分担意識は、依然として根強く残っており、男性と女性の

                                            
14 図表１２ 育児期にある夫婦の育児、家事及び仕事時間の国際比較 

15 図表１３ 女性管理職が少ない又は全くいない理由別企業割合，図表１４ 女性の活用問題別企業割合 

16 図表１５ コース別業務内容別採用状況 
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間ではその意識の差が大きく、このことが企業内における男女の意識の差に影響を

及ぼしている。内閣府の世論調査においても、「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき

である」という考え方を肯定する者は減少してきている18ものの、男性の方が役割分

担意識が比較的強く残っている。さらに、男女の地位の平等感について、職場や社

会全体において男性が優遇されていると思う者が依然として多い19。また、決断力、

責任感などリーダーとしての資質を持つ女性は少ないという偏見も残っている。 

    

カ．コースカ．コースカ．コースカ．コース別雇用管理制度の導入状況別雇用管理制度の導入状況別雇用管理制度の導入状況別雇用管理制度の導入状況    

前述のとおり、コース別雇用管理制度の導入は、企画的業務に従事する総合職へ

の女性の採用を促し、女性の職域拡大、管理職の増加といった女性登用の一つの

契機になっている。しかし、その一方で、男女の固定的役割分担意識に根ざした企

業の雇用管理、男性中心の企業文化などを背景として、制度運用において問題が

生じている事例もみられる。 

このため、厚生労働省においては、コース別雇用管理制度が、労働者の意欲、能

力、適性や成果等によって評価されるシステムとして適切に運用されるよう、引き続

き、「コース等で区分した雇用管理についての留意事項」の周知徹底を図っていくこ

とが必要である。 

さらに、企業においては、意欲、能力がまだ明確でない採用時に総合職、一般職

等に分けるのではなく、一定の勤務経験を経た後に、労働者の意欲、能力、適性等

に応じ総合職、一般職等の雇用管理区分に分ける方法を導入することも考えられる。

また、会社側ではなく、労働者が自らの意思でコース選択を行えるようにすることや、

総合職への転換の際には、教育訓練を実施することなど、志ある女性にチャレンジ、

再チャレンジの機会が実質的に開かれることが望まれる。 

 

キ．女キ．女キ．女キ．女性のキャリア形成性のキャリア形成性のキャリア形成性のキャリア形成    

女性の職場における環境として、見習う対象となる女性の上司、先輩が少なく20、

職業生活を通して女性自身のキャリア目標を持つことが困難な状況にある。また、

実生活や職業生活上の障害を乗り越えるためのアドバイスを得るなどの支援も得が

たい。このように、職場における情報、ロールモデル21やメンタリング22の不足が、女

                                                                                                                                         
17 図表１６ 職業別、仕事を継続する上での障害の有無及び障害の理由 

18 図表１８ 「男は仕事」、「女は家庭」という考え方について 
19 図表１９  職場における男女の地位の平等観   図表２０ 社会全体における男女の地位の平等観 
20 図表２１ 職場環境の充実度別割合 
21 ロールモデルとは、将来像を描いたり、自分のキャリア形成を考える際に参考にする役割モデルをいう。 
22 メンタリングとは、メンター（良き指導者）が若年者や未熟練者(メンティー)と、継続的、定期的に交流し、信頼関係をつ
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性のキャリア形成を阻害していると考えられる。また、社内のキャリアパスが明確で

なく23、将来の処遇に不安を感じる者も多い。 
将来のキャリア像が明確な者は仕事に対して積極的である24ことから、女性の人

材育成のためにも、情報ネットワークづくり、ロールモデルの提示、メンタリングの実

施等のチャレンジ支援を積極的に行うことが、企業にとってもプラスになると考えら

れる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                                                                                                         
くりながらメンティーの仕事や諸活動の支援と、精神的、人間的な成長を支援することをいう。 

23 図表２２ 現在の職種、キャリア形成のイメージ別割合 
24 図表２３ キャリア形成のイメージ、現在の仕事のやり方別割合 
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（２）支援策の方向（２）支援策の方向（２）支援策の方向（２）支援策の方向    

    

ア．ポジティブ・アクションの積極的推進ア．ポジティブ・アクションの積極的推進ア．ポジティブ・アクションの積極的推進ア．ポジティブ・アクションの積極的推進        

男女共同参画社会基本法第２条において、あらゆる分野における活動に参画する機

会の男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、男女のいずれか一方に対し、

活動に参画する機会を積極的に提供することを、「積極的改善措置」（いわゆるポジティ

ブ・アクション）として定義している。国や地方公共団体は、男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策を総合的に策定し、実施する責務を有するが、その施策には積極的

改善措置も含まれる。これらを受け、男女共同参画基本計画の具体的施策において、女

性が能力を発揮し、安心して働き生活できるよう、「企業のポジティブ・アクション取組の

促進」が挙げられており、「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に

関する法律」（以下、「男女雇用機会均等法」という。）第２０条に基づく企業の自主的なポ

ジティブ・アクションを国が援助している。 

本年４月、厚生労働省の女性の活躍推進協議会は、企業がポジティブ・アクションに主

体的に取り組むことを促すための提言をまとめた。この中では、意欲と能力がある女性が

活躍できる職場にするため、各企業において、具体的な目標、可能なものについては数

値化された目標を定めることが重要であるとされている。 

現在、ポジティブ・アクションに取り組む企業は全企業の２６．３％となっているが、いま

だポジティブ・アクションの必要性が十分に認識されているとは言えない状況である。この

ような状況を改善し、企業におけるポジティブ・アクションを一層進めるため、以下のよう

な具体的な取組を推進することが求められる。 

 

（ア）諸外国においては、企業におけるポジティブ・アクションを促すために、企業に対して、

雇用状況の報告書の提出やポジティブ・アクションの計画の策定を求める等様々な制

度を設けている例がある。 我が国においても、これらの制度を参考にしつつ、厚生労

働省において、ポジティブ・アクションを積極的かつ効果的なものとするための立法措

置を視野に入れた検討を行う。 

 

（イ） 女性管理職が少ない理由として、「必要な知識や経験、判断力等を有する女子が

いない」ということが挙げられている。企業が自社内での人材養成に努力することは当

然である。今後も、広く社外にも目を向けて人材を確保することも考慮されるべきであ

る。 社外取締役などを含む企業の役員に女性の活用を進めるため、米国のＮＰＯ法

人カタリスト25の活動にみられるように、我が国においても、民間において、女性役員確

                                            
25資料８ ＮＰＯ法人カタリスト概要 
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保のための人材データベースの構築、調査研究、コンサルティング等の実施が期待さ

れる。 

 

（ウ）各企業が女性の能力発揮の環境づくりに積極的に取り組んでいくことを促進するた

めには、そうした努力が企業の業績の向上に関連があることが示されれば効果的であ

る。この点については、消費者の半分を占める女性の視点が経営に反映されることや、

男女共同参画に熱心であることは社会の変化への対応という点での敏感さの現れで

あり、企業イメージをあげることなどが指摘されている。今後、このような企業における

女性の活躍の度合いと企業業績の関係について、調査研究を行うべきである。 

 

（エ）厚生労働省においては、各都道府県労働局において開催する女性の活躍推進協議

会等を通じて、経営者団体とも協力しながら、女性の活躍推進協議会がとりまとめた提

言の地域レベルでの普及を図ることとしており、その成果を期待したい。また、同協議

と行政は、企業における公正な業績評価の徹底の推奨や、各社が目標を立てる際に

ベンチマーク（自社の状況を測ることのできる物差しとなる値）として活用できるような、

業種や規模ごとの女性の活躍状況等の各種データや好事例など目に見える形での情

報の収集及び提供、女性のチャレンジを支援する取組を行う企業・団体等の表彰及び

その基準の策定などの施策を引き続き着実に実施する必要がある。 

 

(参考資料) 

① ポジティブ・アクションについて」(資料４) 

② 「企業規模別ポジティブ・アクションの推進状況」(資料５) 

③ 「ポジティブ・アクション取組事例」（「Ｄｏ！ポジティブ・アクション-男女均等な職場をめざして-」（パンフレッ

ト）より抜粋）（資料６） 

④ 諸外国におけるポジティブ・アクション法制の概要（資料７） 

⑤ ＮＰＯ法人カタリスト概要（資料８） 
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意見） 

    

    

 
 

 

「ポジティブ・アクション」とは、固定的な性別による役割分担意識や過去の経緯から男女労働者の間に

事実上生じている差があるとき、それを解消しようと企業が行う自主的かつ積極的な取組のことです。 

 ポジティブ・アクションは、単に女性だからという理由だけで女性を「優遇」するためのものではなく、これま

での慣行や固定的な性別の役割分担意識などが原因で、女性は男性よりも能力を発揮しにくい環境に置

かれている場合に、こうした状況を「是正」するための取組なのです。 

 

 

 

ⅠⅠⅠⅠ    労働意欲、生産性の向上－性にとらわれない公正な評価により活力を創出－労働意欲、生産性の向上－性にとらわれない公正な評価により活力を創出－労働意欲、生産性の向上－性にとらわれない公正な評価により活力を創出－労働意欲、生産性の向上－性にとらわれない公正な評価により活力を創出－    

  男性優位の企業風土がある場合に、そのような風土を見直し、能力や成果に基づく公正な評価を徹底

することは、女性社員の労働意欲と能力発揮を促すきっかけとなります。また、女性の活躍が周囲の男

性社員にも良い刺激を与え、結果的に生産性の向上や競争力強化をもたらすことにつながります。 

ⅡⅡⅡⅡ    多様な人材による新しい価値の創造－多様な個性による新たな発想－多様な人材による新しい価値の創造－多様な個性による新たな発想－多様な人材による新しい価値の創造－多様な個性による新たな発想－多様な人材による新しい価値の創造－多様な個性による新たな発想－    

  市場が多様化する中で、これからの新しいニーズに対応した商品、サービスを提供するための新しい発

想が求められています。男女に関わりなく、多様な個性をもった人材を確保し、その能力を最大限に発揮

させることは、これまでにない新しい発想を生み出す可能性があります。 

ⅢⅢⅢⅢ    労働力の確保－労働者に選ばれる企業へ－労働力の確保－労働者に選ばれる企業へ－労働力の確保－労働者に選ばれる企業へ－労働力の確保－労働者に選ばれる企業へ－    

少子・高齢化が進んでいる我が国においては、労働力不足が見込まれており、女性の活躍が大いに

期待されます。ポジティブ・アクションを積極的に実施する企業は、働きやすい企業、男女に関わりなく公

正に評価される企業として認知され、選ばれることとなり、幅広い高質の労働力を確保することができる

のです。 

ⅣⅣⅣⅣ    外部評価外部評価外部評価外部評価((((企業イメージ企業イメージ企業イメージ企業イメージ))))の向上－人を大切にするというイメージの獲得－の向上－人を大切にするというイメージの獲得－の向上－人を大切にするというイメージの獲得－の向上－人を大切にするというイメージの獲得－    

ポジティブ・アクションを実施し、社員の能力発揮と育成に積極的に取り組む企業姿勢は、経営の持続

的発展が期待できる企業として、顧客や株主、取引先等の利害関係者からの信頼や好意的な評価を得

ることができます。     

 （出典：ポジティブ・アクションのための提言 女性の活躍推進協議会） 

         ※「ポジティブ・アクションのための提言」については厚生労働省・２１世紀職業財団 HP 参照 

「ポジティブ・アクション」とは「ポジティブ・アクション」とは「ポジティブ・アクション」とは「ポジティブ・アクション」とは    

ポジティブ・アクションの必要性とその効果ポジティブ・アクションの必要性とその効果ポジティブ・アクションの必要性とその効果ポジティブ・アクションの必要性とその効果    
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ポジティブ・アクションに取り組む企業例 
○ Ａ社（電気機械器具製造業）の取組 

企業内に女性の活用のための委員会を設置し、女性も働きやすい環境をつくるため次のような仕組みや制

度づくりを行ってきた。  

１ ．女性社員比率向上（採用促進のための女性学生セミナー企画・開催等） 

２ ．ワーク/ライフ・バランス（ホーム・オフィス制度（ｅ ワーク制度（在宅勤務））制定支援等柔軟な勤

務体系、出産・育児・介護等の相談・情報提供、ワークライフ・セミナー開催）  

３．メンタリング・プログラム/部門長支援（人事部門からフォーマル・メンタリング制度への拡充等）  

４．女性フォーラム開催、女子中高生の理系離れの対策として理系の楽しさを体験させるエキサイト・キ

ャンプを実施    

５．社内外のＰＲ活動、経営者層への理解促進（ライン管理研修の１ テーマに） 

○ Ｂ社（運送用機器製造業）の取組 

男女隔てなく優秀な人材を集めるという観点から女性が能力を発揮できる環境を作ることが重要とし、

女性プロジェクトによる提言を取りまとめ、同提言の下、次のような様々な女性活用策を進めてきた。 

 1．新人事システム(１ ９ ９ ７ 年)挑戦的な仕事ができる活力ある企業風土と環境作りを進めるために能力

主義を軸とした新人事システムを導入。入社１ ０年で幹部社員、４０代前半で役員登用も可能であるよ

うな人材の早期育成を行うとともに、職種別採用や社内公募制、女性の活用も積極的に推進。 

２ ．女性相談室を設置（１ ９９８年）社内で相談員を育成。 

３．女性社員の活用と処遇の改善策（１ ９９９年） 一般職採用の女性について格付けをやり直し、女

性社員の約半分に相当する約５００名が昇格。 

４．スーパーフレックスタイム導入（コアタイムのないフレックスタイム）（２ ０００年） 

５．半日有給制度導入（半日単位で有休を取得できる制度）（２ ００１ 年） 

  ６．社内託児所の設置（２ ００２ 年） 

○ Ｃ社(電気機械器具製造業)の取組  

経営人を含めた全社的な推進体制を置き、重要な経営施策として展開。 

ビジョン「多様性～異なる価値観・個性を認め合う」２ １ 世紀に求められる働き方 

１ ．風土改革：均等雇用担当部長ポストの設置、管理者向けの研修の実施やパンフレット発行、社内報で

の特集、ホームページへの掲載 

２ ．均等推進：「イーコール・パートナーシップ・アクションプログラム」の策定、意欲ある女性の積極的

登用や女性幹部社員の計画的な育成 

３．両立支援：本社及び各事業所に相談窓口の設置、「ワーク＆ライフサポート・プログラム」策定（情報

提供、半日、隔日、コアタイム勤務や在宅勤務といったフレキシブルな勤務制度の新設）により、女

性が継続して就業しやすくなった。 
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イ．新たな方策の検討イ．新たな方策の検討イ．新たな方策の検討イ．新たな方策の検討    
  
事業者等における男女共同参画推進の取組を促すという観点からの効果的な方策とし

て、入札や補助金交付の際に、当該事業者の男女共同参画推進状況について報告を求め

たり、交付決定の判断の一要素とするなどの新たな方策が考えられる。 
「公契約」については、我が国の会計法の契約制度の原則である「公正性、経済性」を踏

まえ、現行法上26解釈すると、男女共同参画の推進状況を入札の審査項目とすることにつ

いては、慎重な対応が必要とされている。また、入札や補助金交付において必要となる男

女共同参画の推進状況の評価の手法が確立されておらず、公正な競争の確保のため、実

施が困難な状況でもある。しかし、地方公共団体では既に独自の取組を行ったり、又は、検

討している例もある。 
内閣府においては、前述の会計法の趣旨を踏まえつつ、男女共同参画推進の立場から

地方公共団体の好事例、諸外国の類似の制度の情報を収集し、提供を行う。 
また、地方公共団体において、男女共同参画の推進状況を入札の参加登録の審査項目

とするには、客観的かつ透明性の高い評価手法の確立と、入札参加登録における事業者

による申請・報告の虚偽等の防止のための措置が必要であり、かつ、また契約制度の原則

である「公正性、経済性」にも留意する必要がある。一部の地方公共団体においては、建設

工事の入札参加登録にかかる審査項目の主観的事項として、ISO シリーズの認証取得状

況や障害者雇用比率を加点し、格付けを行っている事例もあり、これらと同様に、ポジティ

ブ・アクション計画の策定の有無、均等推進企業表彰実績、男女雇用機会均等法の違反に

係る企業名公表の有無等を、新しい審査項目として加えることが考えられる。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            
26 予算決算及び会計令第７２条、地方自治法施行令第１６５条の５ 
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(参考) 

宮城県：県の建設工事入札参加資格において、経営事項審査の評価点数（客観的事項）と主観的 

事項を併せた評価を行い、格付けを実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

主観的事項の審査項目、配分は以下のとおり。 

○ 優良工事表彰状況  最高２０点、優良現場代理人表彰状況 最高２０点 

○ 建設業法違反の状況  減点対象項目（指示処分：1 件–５点。営業停止：停止日数×－１点） 

○ ISO９０００・１４０００シリーズの取得状況 最高２０点の加点 

○ 障害者雇用の状況 最高３０点の加点 ※「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づく 

雇用が義務付けられている事業者の法定雇用義務達成事業者 １０点 

義務付けされてない事業者 １０点～３０点 

経営事項審査評点 

（客観的事項） 

主観点数（主観的事項） 

合計点数 格付け 

総合的な評価 

地方公共団体における好事例 
○ 福岡県福間町：「男女がともに歩むまちづくり基本条例」において、工事契約などの業者登録にあ

わせ、男女共同参画推進状況の報告を求める旨規定し、モデルの推奨や参画促進施策の策定

に活用する予定。「男女がともに歩むまちづくりを進めていこう」とする課題を受け、条例が策定さ

れた。報告事項としては、従業員（男女）の参画状況、両立支援の状況、セクシュアル・ハラスメン

ト防止対策など。本年４月に建築、土木、コンサル等事業者の全１，３８６社から提出があった。 

○ 広島県広島市：「広島市男女共同参画推進条例第１７条」に「補助金交付における男女共同参画

の推進に関する措置」を規定。これは市が補助金を交付している団体に対し男女共同参画の推

進に関する措置について行政指導を行う根拠となる。具体的な行政指導の内容と方法について

は、団体の性格等に応じた内容にしていきたいと考えており、基準作りに向けた作業を行ってい

るところ。本規定制定の経緯として、地域活動等を行っている団体のうち、市から補助金が交付

されている団体に対しては女性が方針決定過程に参画できるよう、例えば女性の役員の割合を

設定するなど規定してはどうかという意見が、条例作りに取り組んでいる市民グループや市民か

ら、出されたことがきっかけ。 
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（１）現状と阻害要因（１）現状と阻害要因（１）現状と阻害要因（１）現状と阻害要因    

現在、様々な分野で女性の活躍が広がりつつある。女性科学者の研究状況を広く社

会に知らせ、励ますために創設された猿橋賞や日本学士院賞を受賞し、世界的に高く評

価されている女性科学者、女性が少ないと思われる建設業で建築士兼インテリアコーデ

ィネーターとして活躍する女性、アイディアをもととして起業に取り組む女性、ＮＰＯ法人を

設立、運営する女性、町おこし・村おこしで活躍する女性達が様々な障害を乗り越えてチ

ャレンジしている。国際的な分野でもわが国の女性の活躍は目覚しく、国際連合、国連児

童基金（ユニセフ）、国連教育科学文化機関（ユネスコ）等の日本人職員のうち女性が６

割を超える国際機関もある。 

職業選択において、一般的に女性に向いていると言われる職業にとらわれず、新たな

分野にチャレンジしようとする女性や、従来女性が少ないと指摘されてきた社会科学系や

理工系を大学の専攻分野に選択する女性も増えてきている。そうした動きとともに、自分

の希望する仕事への就職や転職、キャリアアップを目指して、資格取得、講座・研修の受

講、社会人入学、留学などに対する女性のチャレンジ意欲は高まってきている。長期雇

用等従来の日本的雇用慣行といわれる働き方等にとらわれず、女性が夢と志をもって

様々な新しい分野へチャレンジし、社会の活力となることを期待したい。 

女性のチャレンジを生涯にわたって考えた場合、ライフスタイルに応じて、短時間正社

員として継続して働く、自ら起業して働く、いったん労働市場から退出した後パートタイム

労働者として働く、転職しながらその時々の自分に合った就業形態で働くなど、様々なキ

ャリアパターンをとる可能性がある。新たな分野へのチャレンジ支援として、人々がニー

ズに応じて柔軟で多様な働き方を選択できるよう、選択肢を増やし、就業環境の整備を

図ることが重要となってくる。 

（参考資料）活躍する女性（資料９） 

 

ア．ア．ア．ア．    起業する女性起業する女性起業する女性起業する女性    

            多様な働き方の一つとして、自ら「起業する」という選択をする女性がいる。我が国の

女性起業家の実態を示す包括的統計は少なく、全体像を把握するのは難しいが、帝国デ

ータバンクの調査によれば、１９９９年では全国約２７３万社のうち、女性が社長を務める

企業は約１５万社、女性社長の割合は５．５％であった27。女性社長の割合自体はここ数

年横ばい傾向が続いている28。なお、自営業者の数は減少傾向にあり、先進国の中でも

                                            
27 図表２４ 女性社長数とその割合 

28 図表２５ 女性自営業主数の推移 

２．新しい分野へのチャレンジ２．新しい分野へのチャレンジ２．新しい分野へのチャレンジ２．新しい分野へのチャレンジ    －「横」へのチャレンジ－－「横」へのチャレンジ－－「横」へのチャレンジ－－「横」へのチャレンジ－    
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特異な現象となっている29。 

女性起業家の姿を見ると、中小企業白書（２００２年）によれば、創業時の年齢で最も

多いのは３０代で３割弱を占めており、開業直前の職業は会社員、会社経営者、主婦等

男性と比べ多岐にわたっている。女性起業家の学歴をみると、男性と同様に高卒が占め

る割合は半数近くを占め、短大卒以上となると３６％とむしろ男性を超えているが、大卒・

大学院卒に限るとその割合は１５．３％と男性より１０％近く低くなっている。 

総務庁「就業構造基本調査」（平成９年）によると、自営業主（７９３万人）の４．９％(女

性９．２％、男性３．１％)は過去１年間に転職又は新規に就業したいわゆる起業家であり、

女性起業者の割合は高い30。また、開業率を見ると、全体が５．１％、男性は３．２％であ

るのに対し、女性は１０．２％となっており、男性を上回る女性の開業が見られる31。  

中小企業庁「創業環境に関する実態調査」（平成１３年１２月）における創業者の創業

動機を見ると、女性の方が上位に挙げる割合が高かった回答は、「年齢に関係なく働き

たい」であった32。 

女性の多くが本回答を選択した理由としては、企業における方針決定過程への参画の

状況に見られるように、女性の登用が遅れている現状等を鑑みると、女性がその能力を

十分に活かし長く働き続けたいと希望しても、雇用者としては、その実現が難しいというこ

とが考えられる。 

また、出産、育児等の理由で休職することでキャリア形成に支障が生じたり、いったん

就業を断念し、子育てが一段落して再就職しようとしても年齢制限の壁に阻まれたり、と

りあえず就業しようとしても主にパートタイム労働等しか選択できず選択肢が限られたり

するため、女性が自ら起業するものと推測される。 

国民生活金融公庫「新規開業実態調査」（平成１３年）によると、新規開業者のうち５０

歳以上の割合が２５．４％であるなど中高年層の割合が高く、うち女性は１５．３％となっ

ている。 

同調査結果で選択の多かった「自分の裁量で仕事がしたい」、「自己実現がしたい」、

「より高い収入を得たい」といった起業動機が多いことからも分かるように、起業は女性の

希望にかなう就業形態として、新たなチャレンジの選択肢の１つとして期待される。 

最近の起業事例には、育児、介護支援等、従来女性が家庭内で無償労働としてこなし

ていた業務がビジネスとして顕在化してきたものも見られる。ベビーシッター、在宅介護サ

                                            
29 図表２６ 先進諸国における自営業主の増減率 

30 図表２７ 男女別にみた新規開業者及び開業希望者 

31 図表２８ 開業率の推移 
32 図表２９ 創業者の創業動機  
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ービス、惣菜製造販売、配食サービスなどはその分かりやすい例といえる。介護保険制

度の開始により、起業による介護分野での雇用創出がなされている。こうした動きが新し

いビジネス分野を開拓し、経済的刺激をもたらすという積極的な効果にも注目したい。こ

のようなビジネスは、女性の育児、介護等に係る仕事を外部化し、有償のものに転換させ、

見えにくかった仕事を経済需要として顕在化させるという役割も果たしている。 

創業者が創業準備中に感じた困難な点のうち、女性に特徴的なのは、「経営全般に必

要な知識・ノウハウの修得」や「財務・法務等の知識の修得」といった点である。また、「専

門家のアドバイスを得ること」という点を挙げる女性も多い33。 

男女共に割合の高かった「創業資金の調達」等への支援も必要だが、男性と比べて、

経営知識・ノウハウや専門家のアドバイスを得にくい状況にある女性起業家への支援が

一層充実されることが望ましい。また、起業のための経営資源の調達が難しい理由として、

「女性だから」、「男女に関係なく、拡大志向が弱いため」34の２つが考えられるが、女性起

業の包括的統計が不十分なため、女性特有の問題と結論付けることは難しい。 

 

イ．イ．イ．イ．    ＮＰＯ法人で活躍する女性ＮＰＯ法人で活躍する女性ＮＰＯ法人で活躍する女性ＮＰＯ法人で活躍する女性    

            経済企画庁「特定非営利活動法人の活動・運営の実態に関する調査」(平成１１年)に

よると、ＮＰＯ法人の活動分野は社会福祉系が５１％、教育・文化・スポーツ系が２０％と

割合が高い。また、ＮＰＯ法人の財政規模は、年間の収入が１，０００万円未満のものが６

割を超え、そのうち２００万円未満が最も多く４分の１を占めている。 

女性の活動状況は、内閣府国民生活局「市民活動団体等基本調査35」(平成１２年度)

によると、全体のうち「４割は女性だけあるいは女性がほとんどの団体」36となっており、活

動分野別に見ると、社会福祉分野において女性の占める割合が大きい37。また、会員数、

財政規模別に見ると、比較的小規模な団体ほど女性の割合が大きい38。約半数の団体に

おいて、家事従業者（主婦等）がスタッフとして働いているとしている39。 

これらのＮＰＯ法人等市民活動団体の中には､育児や介護等で長時間勤務が困難な

者にも働きやすいよう、個人の状況に合わせた新たな就業形態を採っているところもある。  

このような働き方は、多様な働き方の一つとして注目され、女性の新たなチャレンジの選

択肢として期待される。 

                                            
33 図表３０ 創業の困難性 

34 図表３１ 事業の拡大意欲 
35 本調査における市民活動団体等の定義は、「継続的、自発的に社会貢献活動を行う、営利を目的としない団体で、特

定非営利活動法人及び任意団体」である。 
36 図表３２ スタッフの性格 
37 図表３３ 市民活動団体等における女性の割合 
38

 図表３３ 市民活動団体等における女性の割合 

39 図表３４ スタッフの職業の概要 



 20 

しかし一方で、ＮＰＯは「社会の役に立ちたいから」、「利潤を目的としての活動ではな

いのだから」と、非常に安い賃金で労働力がまかなわれる傾向もある。「安い労働だから

ＮＰＯ法人は女の力で」という性別役割分担の構図に陥らないように、男性も女性も参加

し易い環境を整える。 

これらのＮＰＯ法人等市民活動団体が必要とする支援は、「活動に対する資金援助」、

「活動拠点の確保」が挙げられている。ＮＰＯ法人を支える制度で十分ではない面を見直

す必要がある。 

 

ウ．ウ．ウ．ウ．    女子学生・女子生徒の大学等の専攻学部、学科の選択と現在の仕事女子学生・女子生徒の大学等の専攻学部、学科の選択と現在の仕事女子学生・女子生徒の大学等の専攻学部、学科の選択と現在の仕事女子学生・女子生徒の大学等の専攻学部、学科の選択と現在の仕事    

女性の大学学部への進学率は近年上昇傾向にあり、平成１３年度で女性３２．７％、男

性４６．９％と差が見られるが、女性の短期大学(本科)への進学率（１５．８％）を合わせる

と進学率は４８．５％となる。また、女性の大学院進学率は６．３％と過去最高となってい

る。女性の在籍率を見ると、修士課程は２８．１％、博士課程は２７．９％となっており、女

性の高学歴化が進んでいる。一方で短期大学への進学率は平成６年の２４．９％をピー

クに近年激減している40。 

大学学部における学生の専攻分野を見ると、女子学生は依然として人文科学を専攻

する割合が高いが、昭和５０年と比較すると、大学学部で人文科学の割合が下がる一方

で、社会科学や工学の割合が増加するなど専攻分野は広がってきている41。 

景気悪化のため、従来型の雇用慣行が変化する中、企業は情勢の変化に対応できる

人材を求める傾向が強くなるとともに、従来企業内で行ってきた研修等人材育成を行う余

裕がなくなり、個人自らの職業能力向上のための努力を求める傾向が強くなると思われ

る。このような厳しい状況の中、若年層については、学校教育の段階から、基礎的な能力

を身に付けるとともに、将来の職業意識を確立することがますます重要となると考えられ

る。 

特に、女子学生・女子生徒については、職業意識を形成する機会を充実させる必要が

あるが、学校教育段階における職業教育として、インターンシップ等職業体験の機会は

増加傾向にあり、その評価（インターンシップの授業における単位化は増加）も重要視さ

れている42ことから、これらの取組を着実に進めることが重要である。 

従来女性の進出が少なかった職業にも、徐々に女性の活躍が見られるようになってい

る。この流れを更に促進するためには、女子学生・女子生徒自らが、それぞれの能力を

高めながら、主体的に職業選択をしていくことが必要であり、教職員の側も、それに応え

                                            
40 図表３５ 学校種別進学率の推移 

41 図表３６ 専攻分野別にみた学生数（大学学部）の推移 

42 図表４０ 授業科目として位置付けてインターンシップを実施する学校の実施状況 
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る職業指導、進路指導を学校教育の全課程を通して充実していくことが期待される。 

 

エ．多様化する働き方エ．多様化する働き方エ．多様化する働き方エ．多様化する働き方    

（ア）雇用情勢（ア）雇用情勢（ア）雇用情勢（ア）雇用情勢    

最近の労働市場では、働き方の二極分化が進んでいる。雇用情勢が深刻化する中で、

フルタイム労働者の就業時間が長くなり、大企業の男性労働者の中では週６０時間以上

働いている者の割合が高まっている。同時に、コスト削減の必要性などから、非正規社員

（パートタイム労働者、アルバイト、契約社員、派遣社員など）も増加している。このように、

正規の社員の減少と非正規の社員の増加、フルタイム労働者の長時間労働化などが進

んでいることが伺え、雇用情勢の悪化と働き方の多様化が同時に進行していると考えら

れる。 

 

（イ）正社員（イ）正社員（イ）正社員（イ）正社員と非正社員と非正社員と非正社員と非正社員    

            雇用者の雇用形態別の構成の推移を見ると、正規の社員の割合は、昭和６０年の女

性６８．１％、男性９２．８％から、平成１３年には女性５２．２％、男性８７．５％に低下する

一方で、パート労働者、アルバイトなど非正規社員の割合が上昇している。特に女性では、

全労働者に占めるパート等労働者43の割合が急激に高まっており、平成７年の３４．０％

から平成１３年度は４５．７％となり、女性労働者において非正規化が急速に進んでいる。

また、派遣労働者・有期労働契約者も増加している。 

派遣社員は、平成１１年労働者派遣法の改正により、従来はソフトウェア開発や機械

設計など２６業種のみ認められていたのが、建設や港湾運送など５業務を除く全ての業

務に解禁され、労働者派遣事業は急成長をしている。「平成１３年労働者派遣事業実態

調査結果報告」によると、全体の平均年齢は３４．３歳（女性は３２．７歳）で、うち女性が７

割を占めている。 

有期労働契約者については、厚生労働省のアンケート調査(平成１１年)によると、約７

割の企業が採用しており、有期契約労働者の約３分の２は、期間満了後の更新を希望し

ている。 

多様化する新たな働き方の一つとして、従来研究開発やデザイナーなど１１種類の専

門業務だけに認められていた裁量労働制（専門業務型裁量労働制）に加えて、事業運営

上の重要な決定が行われる企業の本社などにおいて、企画、立案、調査及び分析を行う

労働者を対象とした新たな裁量労働制（企画業務型裁量労働制）が平成１０年の労働基

準法の改正により新設され、平成１２年４月より施行されている。これらの裁量労働制の

                                            
43 パート等労働者：正社員以外の労働者をいい、パート、その他に分けられる。パートとは、正社員以外の労働者（パー

トタイマー、アルバイト、準社員、嘱託、臨時社員等）で名称にかかわらず、1 週間の所定労働時間が正社員よりも短い
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導入により、労働者は仕事の進め方や時間配分に関し主体性をもって働くことができるよ

うになった。 

これらの雇用形態は、企業側にとっては不足人材の迅速な調達や人材の流動化等の

メリットがあり、増加傾向にあると思われる。柔軟で多様な働き方の選択肢が増えること

は、女性にとってもライフスタイルに応じて、自己の専門的な能力が発揮できる新たなチ

ャレンジを可能にする機会の拡大を意味する。このため、これらの働き方に見合った処遇

を受け、活躍できるようにすることが重要である。 

新たな雇用形態に対する需要が増えるのに伴い、これらの制度の更なる規制改革の

必要性を指摘する声もあがっている。 

具体的には、派遣事業については、労働者派遣法の見直しに向けて検討されており、

派遣期間については、その制限の撤廃を含めた見直しを、派遣対象業務については、そ

の一層の拡大についての検討が指摘されている。また、有期雇用契約についても、契約

期間の特例の延長やその適用範囲の拡大等について、労働基準法(昭和２２年法律第４

９号)の改正に向け検討されているところであるが、早期に結論が得られるよう、検討を進

める必要がある。 

また、企画業務型裁量労働制の導入に際しては、労働者保護の観点から、労使の代

表で構成される労使委員会を事業所ごとに新たに設け、対象業務や健康確保のための

措置を決めた上で、労働基準監督署にその内容を届け出ることが義務付けられている。

しかし、現状ではこれらの要件が厳しく、手続が煩雑との意見もある。手続の簡素化につ

いても、早期に結論が得られるよう検討を進める必要がある。 

  

オ．女性のチャレンジを支援する環境オ．女性のチャレンジを支援する環境オ．女性のチャレンジを支援する環境オ．女性のチャレンジを支援する環境    

就業しようとする女性にとって必要な情報収集や相談を行うための支援機関は多く、ま

た、その支援内容も充実してきている。就職支援を行う学生職業センター、求人情報の提

供や職業相談を行うハローワークのほか、ＩＴ講習や就業支援セミナー等を開催する女性

センター等の女性関連施設、起業家支援を行う国民生活金融公庫、中小企業大学校、

商工会議所等に加え、仕事と家庭を両立するための支援を行う２１世紀職業財団、ファミ

リー・サポート・センター等、地域において働こうとする女性を支援する様々な関係機関が

多様なサービスを提供している。女性がチャレンジしたい時に、まずどの支援機関に行く

のが適切かは、必ずしも一様に言えないが、このような支援機関等の資源が有効に活用

され、利用者の立場に立った支援策が提供されることが重要である。 

様々な女性のチャレンジを支援する施策が増えている中、異なる施設で女性のチャレ

ンジ支援に資する様々なサービスが提供されている。また、女性の生活圏の中に、多様

                                                                                                                                         
労働者をいう。その他とは、正社員以外の労働者で、１週間の所定内労働時間が正社員と同じか長い者をいう。 
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な支援施設があるにもかかわらず、女性がチャレンジしようとする際に、実際には効率的

に必要な情報や支援が得られていないことが憂慮される。今後、女性のチャレンジ支援

の拠点を中心に、様々な支援機関の支援策のワンストップ化、ネットワーク化を図り、関

係施設における事業等との連携・協力を強化することが必要である。 

 

（２）支援策の方向（２）支援策の方向（２）支援策の方向（２）支援策の方向    

ア．女性の起業に対する支援ア．女性の起業に対する支援ア．女性の起業に対する支援ア．女性の起業に対する支援    

雇用・就業形態の多様化が進む中で、新たなチャレンジとして女性の起業への関心が

高まっており、女性の起業支援を行おうとする動きが活発になっている。行政、起業支援

関係のＮＰＯ法人、民間企業などが様々な観点から女性の起業支援策を進めている。 

しかし、女性が自発性や創造性を発揮し、起業やＳＯＨＯ・テレワークにチャレンジする

には、行政としても更なる支援策の充実が必要である。このため、次のような具体的な取

組を進める。 

 

（ア） 創業塾、起業家支援セミナー等による能力開発支援、SOHO・テレワーク支援や女

性起業家に対する低利貸付制度の実施等、厚生労働省、経済産業省、文部科学省

等関係省庁及び地方公共団体において起業家支援に関する取組を一層推進する。 

 

（イ）  国民に対し、起業支援策関連の情報提供を効率的に行うため、関係省庁の連携・

協力を図り、総合的な情報提供を行う。 

例えば、「女性と仕事の未来館」等支援機関におけるセミナーや相談機能の充実、

国、地方公共団体、女性センターなどが実施している起業支援策の総合的な情報提

供、女性経営者の協力ネットワークの構築等の起業支援を一層充実するとともに、

今後はセミナー受講者等の成功例、失敗例も含めてフォーローアップを行い、情報

提供を行うことが期待される。 

また、女性起業家に関する統計が乏しいため、分析等が困難な現状を踏まえ、政

府等の経営実態調査において女性起業家支援に資するような項目を含めた調査の

見直しについての検討を行う。 

さらに、内閣府において、米国、韓国をはじめ他国で起業家支援が成功している

事例を調査し、情報提供を行う。 

 

起業家支援については、行政だけではなく、民間団体等においてもセミナーの開

催、ネットワークの構築等様々な支援策が講じられている。このような活動にも期待

したい。 
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イ．ＮＰＯ法人で活躍する女性への支援イ．ＮＰＯ法人で活躍する女性への支援イ．ＮＰＯ法人で活躍する女性への支援イ．ＮＰＯ法人で活躍する女性への支援    

内閣府において、新しい女性のチャレンジ分野として、ＮＰＯ法人等における「個人のニ

ーズ」に応じた新しい活動の在り方を推奨・支援する。このため、女性のチャレンジとして

の好事例の情報収集や分析を行い、情報提供を行う。 

また、保健・医療、福祉等分野をはじめ、ＮＰＯ法人は、将来就業機会の拡大の側面も

期待される。ＮＰＯ法人の活動促進のため、ＮＰＯ法人の税制の認定要件の見直しを検

討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ．女子学生・女子生徒へのチャレンジ支援ウ．女子学生・女子生徒へのチャレンジ支援ウ．女子学生・女子生徒へのチャレンジ支援ウ．女子学生・女子生徒へのチャレンジ支援    

女子学生・女子生徒のチャレンジ支援のため、文部科学省、厚生労働省等関係府省

は、インターンシップなどの実践的な職業体験の機会の充実に努めるとともに、学校での

進路指導においては、激動する実社会に関する情報を十分に把握し、学生・生徒の能

力・適性、興味・関心、将来の進路希望に基づいて適切な指導を行うなど、女子学生・女

子生徒の職業指導、進路指導の一層の充実に努める。この際、女子学生・女子生徒がで

きるだけ具体的かつ明確な職業イメージを持つことができるよう、ロールモデルとして

様々な職業分野で活躍している先輩たちが、「チャレンジ支援キャラバン（仮称）」などとし

て学校を訪問し、女子学生・女子生徒に様々な職業へのチャレンジに、夢を持てるような

話をする機会を設けることが考えられる。 

さらに、女子学生・女子生徒への就職支援を行うＮＰＯ法人、女性センター等、高等学

校、大学等、都道府県労働局雇用均等室が連携して、女子学生の採用に際して差別的

取扱いがなかったかどうかについての情報把握を一層強化し、差別的取扱いがあった場

合に必要な対応ができるようにすることが必要である。若年層の無業者等に対しては、適

職選択支援として、就職までの一貫した支援体制の整備、若年トライアル雇用等の支援

を推進する。 

 

 

ＮＰＯ法人 たすけあい ゆい 
－「個人のニーズに応じた新しい働き方」を目指して－ 

男女を問わず、利用者もスタッフもその人の個々の生活、個性を尊重した関わり方をすることが基本理

念であり、個々人が抱えている生活事情、望む働き方を考慮して、労働者の事情に合わせた働き方を

提供している。非営利事業として、育児・介護事業を中心に行っている。 ＮＰＯを設立した先駆者として

の経験をいかし、介護関連産業での起業方法についての指導も職業訓練校を通じて行っている。 
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エ．多様な働き方への支援エ．多様な働き方への支援エ．多様な働き方への支援エ．多様な働き方への支援    

女性の能力がいかされ様々な分野で活躍できるようにするため、ライフステージに応じ

て多様で柔軟な働き方を行き来できる仕組みを構築し、それぞれの働き方に応じた適正

な処遇・労働条件が確保されるように努めることが必要である。 

厚生労働省は、労働者が主体的に多様な働き方を選択できる可能性の拡大を目指し、

これを通じて女性のチャレンジ支援にも資するため、有期労働契約、裁量労働制の見直

しの検討等を引き続き行う必要がある。 

 

（参考資料）多様な働き方に関する最近の議論 

①「中間とりまとめ-経済活性化のために重点的に推進すべき規制改革-（平成１４年７月２３日総合規制改

革会議決定）」(抜粋)（資料１０） 

②「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００２（平成１４年６月２５日閣議決定）」（抜粋）（資料１１） 

③厚生労働省雇用政策研究会「雇用政策の課題と当面の展開「多様選択可能型社会」の実現に向け-個

人の新たな挑戦を支援する政策展開-(雇用政策研究会報告の取りまとめについて)（平成１４年７月）」

（資料１２） 

 

オ．オ．オ．オ．    チャレンジ支援のためのネットワーク等環境整備チャレンジ支援のためのネットワーク等環境整備チャレンジ支援のためのネットワーク等環境整備チャレンジ支援のためのネットワーク等環境整備    

再就職したい女性、キャリアアップしたい女性、起業したい女性、ＮＰＯ法人を設立した

い女性等を支援するためには、女性が新たにチャレンジする際に必要となる職業紹介、

職業訓練、再就職支援、仕事と家庭の両立支援等の情報を効率的に提供することが重

要となる。このため、地域の実情に応じて、「チャレンジ支援拠点」の機能を果たす関係機

関の中心となる拠点を形成し、関係機関が提供している支援策の情報を「女性のチャレ

ンジ支援策」関連情報として提供できるよう、情報のワンストップ化、ネットワーク化を図る

こととする。その際、地域においては、行政、ハローワーク、女性センター、条例で規定さ

れた苦情処理機関、支援ＮＰＯ等が連携・協力し、支援策の情報を効率的に提供していく

ことが重要となる。このため、以下のような具体的な取組を進めることとする。 

 

（ア）様々な女性支援を行う独立行政法人「国立女性教育会館ヌエック」や「女性と仕事の

未来館」等のそれぞれの機関の特性をいかして、研修事業等関連事業における緊密

な連携・協力を行う。 

 

（イ）国による女性のチャレンジ支援関係施策の情報を総合的に提供するため、関連府

省が連携・協力し、情報提供システムを構築する。具体的には、関係府省と産業界、

大学、研究機関、ＮＰＯ法人等によって構成されるチャレンジ支援実行委員会（仮称）
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において、各府省が提供している女性のチャレンジ支援策の情報の体系化を図る。地

域においては、これらの情報を基に、地域の実情に応じた女性支援のための拠点の

形成、ネットワークの構築により、チャレンジのため必要となる情報を効率的に提供し

ていくことが期待される。例えば、地域におけるチャレンジ支援に関連する団体の窓口

のリストを作成し、各人がニーズに合ったものを選べるようにすることが考えられる。 

また、チャレンジ支援実行委員会（仮称）の協力の下、チャレンジ支援ネットワーク形

成のための調査検討を行い、地域におけるネットワーク構築の在り方について広く情

報提供する。 

 

（ウ） 女性のチャレンジを支援する関係団体として、様々なＮＰＯ法人、民間企業が数多

く存在する。女性のチャレンジ支援ネットワークを形成する際、行政だけではなく、Ｎ

ＰＯ法人等との連携・協力が図られることも期待する。また、女性のチャレンジ支援の

在り方を、具体的で分かりやすくするため、女性の活躍度を示すデータ等や様々な

分野で活躍する「チャレンジする女性たち」を紹介する。 

 

（参考資料）多様な働き方に関する最近の議論 

①女性のチャレンジのためのネットワーク環境整備（イメージ図）（資料１３） 

    

    

（１）現状と阻害要因（１）現状と阻害要因（１）現状と阻害要因（１）現状と阻害要因    

ア．就業継続が困難な状況ア．就業継続が困難な状況ア．就業継続が困難な状況ア．就業継続が困難な状況    
我が国の女性の労働力率は、結婚・出産・育児の負担が集中する３０代前半を谷と

し、その前後を山とするM字に似た曲線を描いている44。また、女性の労働力率は有配

偶者で低いが、潜在的労働力率は「台形」を描いている45。１０年前に比べると、２５～

２９歳層では７．９ポイントと大きく上昇するとともに、M 字型のボトムである３０～３４歳

層でも５．９ポイント上昇している。しかし、過去５年間に離職した女性のうち、労働力率

が落ち込む３０～３４歳層の離職理由は、結婚・育児が主因となっている。 
一方で、先進国のなかで M 字を描くのは日本、韓国、ニュージーランドとなっており、

欧米諸国では全世代を通じて７割以上の女性たちが継続して就労している。欧米諸国

と比較して、我が国の女性は、育児等の負担によって、就業の継続が困難な状況にあ

ると考えられる。 
        

                                            
44 図表４１ 女性の年齢階級別労働力率の推移 

45 図表４２ 女性の年齢階級別潜在的労働力率 

３．３．３．３．再チャレンジ支援再チャレンジ支援再チャレンジ支援再チャレンジ支援    
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イ．パートタイム労働者としての再チャレンジイ．パートタイム労働者としての再チャレンジイ．パートタイム労働者としての再チャレンジイ．パートタイム労働者としての再チャレンジ    
女性にとって正社員として再就職するという再チャレンジは、厳しい状況にある。 

厚生労働省「雇用動向調査」によると、入職者に占めるパートタイム労働者の割合は 

３０代女性で３分の２、４０代女性では７割以上46となっており、一般未就業者(未就業

入職者で新規学卒者以外の者。再就職の女性を含む)の女性の多くが、パートタイム

労働者である47。女性の全労働者に占めるパート労働者の割合をみると、平成７年の

２９．８％から平成１３年には４０．３％となっており、その割合は拡大している。 
また、中途採用を行った企業の中で、再就職女性を正社員として採用した企業割合は

１８．９％にすぎず、非正社員が圧倒的に多い。 
    
ウ．子育て・介護等のために非正社員を選択ウ．子育て・介護等のために非正社員を選択ウ．子育て・介護等のために非正社員を選択ウ．子育て・介護等のために非正社員を選択        

子育て等との両立のためにパートタイム就労を選択している状況がみられる。    
財団法人 21 世紀職業財団「多様な就業形態のあり方に関する調査」（平成１３年）

によると、女性のパートタイム労働者に自ら進んで「非正社員」になった理由を聞いたと

ころ、「希望に合う勤務先がなくやむを得ず非正社員となった」者が２６．８％、「自ら希

望して非正社員となった」者が６１．６％となっている。さらに、希望して非正社員になっ

た者でも、育児・家事・介護の負担がなかったら正社員を希望した者は、全体で４２．

２％となっており、特に育児を行っている３０～３４歳では５５．６％と最も高くなっている

48。 
    

エ．パートの基幹化が進んでいるにもかかわらず処遇や雇用保障が見合っていないエ．パートの基幹化が進んでいるにもかかわらず処遇や雇用保障が見合っていないエ．パートの基幹化が進んでいるにもかかわらず処遇や雇用保障が見合っていないエ．パートの基幹化が進んでいるにもかかわらず処遇や雇用保障が見合っていない        

現状現状現状現状    

パートタイム労働者は増加しているだけでなく、基幹労働力化が進んでおり、従来正

社員が行っていた基幹的な仕事に、パートタイム労働者が組み込まれていることが推

察される。   

パートタイム労働者は、ここ数年、週４０時間以上の長時間労働者が大幅に増え、正

社員が従事する仕事と同じ仕事に従事するパートが増加している。 

一方で、賃金の処遇状況を見ると、一般労働者とパートタイム労働者の賃金格差は

拡大している49。 

女性の一般労働者とパートタイム労働者の所定内給与を時間換算して比べると、平

成１３年度はそれぞれ１，３４０円、８９０円となっており、パート労働者は正社員の７割

                                            
46 図表４３ 性・年齢階級別入職者に占めるパートタイム労働者の割合 

47 図表４４ 職歴別入職者の状況 

48 図表４５ 女性のパートタイム労働者が非正社員を希望した動機 
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弱の水準である。また、その格差の推移は拡大傾向にある。男性の一般労働者と男性

パートタイム労働者の所定内給与はそれぞれ、２，０２８円、１，０２９円となっている。ま

た、女性の賃金格差については、採用時だけでなく、勤続年数を反映した賃金上昇の

違いも大きい50。 

これは、正社員は、長期雇用、年功賃金等の慣行により、経験年数に応じて賃金が

上昇するとともに、家計の支え手としての生計費等を加味した賃金体系となっているの

に対し、パートタイム労働者の賃金は、一般的に代替可能な仕事であり、家計補助的

な賃金体系となっているという違いがあるためと考えられる。 

処遇の水準や仕組みの違いが、両者の働き方、仕事の内容、成果などから説明でき

ない限り、正社員と同じように働くパートタイム労働者の労働意欲や生産性の維持を困

難なものとし、パートタイム労働者の雇用拡大や基幹労働力化を進めようとする企業

側の戦略の効果も低下すると考えられる。 

また、賃金水準の格差だけでなく、賞与や退職金などの制度面を見ると、正社員で

適用される者は約９割超であるが、パートでは賞与が４割強、退職金制度は１割弱と大

きな差がみられる。 

    

オ．働き方の選択肢が少ない雇用システムオ．働き方の選択肢が少ない雇用システムオ．働き方の選択肢が少ない雇用システムオ．働き方の選択肢が少ない雇用システム    

我が国の長期雇用、年功賃金等のシステムは、急激に変化する社会経済情勢に適

応しなくなってきており、変化が求められている。これを受け、近年働き方が多様化して

いるが、大別すると、長期雇用、年功賃金型のフルタイム労働を選択するか、低賃金

の短期間、短時間労働を選択するかの二者択一に限られ、選択肢が少ない。すなわち、

労働者自身が、柔軟で多様な働き方を選択できない社会となっている。このように、我

が国の長期雇用慣行とこれに基づく年功処遇が、個人のライフスタイルの選択に非中

立的なことから、男女ともに、新たなチャレンジを試みようとしても、難しいと言わざるを

得ない。 

企業の中では、週６０時間以上働く長時間労働者の割合が高まる一方で、短時間労

働者の増加及び企業内における人員削減等でコスト削減の調整を行うなど、雇用情勢

の悪化が進んでいる。このような状況の中では、「夫は正社員で主たる家計の担い手」、

「妻はパートで家計補助」といった形態では適応できなくなってきている。また、母子世

帯が増加しており、単身世帯や夫が失業している世帯などでパートタイム労働者であ

っても家計の支え手である者が増加している状況が見られるため51、選択肢が少ない

                                                                                                                                         
49 図表４７ 離職の理由 
50 図表４９ 勤続年数別賃金カーブ 
51 図表５０ 主に自分の収入で暮らしているパートの割合 
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再チャレンジにも柔軟で多様な働き方の選択ができるような社会が望まれる。 

同時に、正社員の働き方のニーズは多様化し、子育て期間に短時間勤務を選択したり、

残業や転勤がほとんどない短時間正社員52制度を希望する者は多いと考えられる。 

 

カ．社会保障制度・税制等カ．社会保障制度・税制等カ．社会保障制度・税制等カ．社会保障制度・税制等    

現行の社会保障制度等によって収入が一定額を超えないようにするパート労働者

の就業調整行動が、パートの低賃金化の要因の一つとなっており、女性の個性や能力

を発揮する再チャレンジへの妨げにもなっている側面があるとの指摘がある。 

社会保障制度については、短時間労働者に対しても被用者にふさわしい保障を及ぼ

すという観点から、厚生年金・健康保険の適用範囲を拡大する方向で検討を進めるべ

きである。 

また、税制については、パートの勤労収入が一定額を超えると世帯収入がかえって

減少するといういわゆる「逆転現象」は解消しているが、制度が十分に知られていない

こと等から、就業調整を行っている者がみられる。 

    
キ．就業パターンに対する考え方キ．就業パターンに対する考え方キ．就業パターンに対する考え方キ．就業パターンに対する考え方    

大卒女性の労働力率は極めて高く、ほとんどが就職しているが、３０歳代での落ち

込みが大きく、子育てが一段落した後の年齢層では、再就職希望者が多いにもかかわ

らず、労働力率はあまり上昇しないという特徴がある。大卒の４０歳代以上の女性の就

業率は、むしろ、高卒女性よりも低くなっている。 
女性がいったん就業を中断し、末子の小学校入学を機に再就職をしようと考える頃

は、４０歳前後である。しかし、知識や資格を身につけて再就職しようとする頃には、企

業側の中途採用の年齢制限によって再就職が難しく、就業を中断する前と同じような

職に就くことは難しい状況にあり、潜在能力の高い有能な人材が活かされていない。 
大卒女性が就業を継続、又は、育児や介護後に再就職できるようにすることは、女性

のチャレンジの選択肢を広げるとともに、企業にとっては潜在能力の高い労働力を活

用できることになり、有能な労働力確保に大きく寄与すると考えられるため、こうした女

性の再チャレンジ支援を進めることは重要である。 
内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」（平成１４年）によれば、女性が職業

をもつことについて、「子どもができても、ずっと職業を続ける方がよい」と考える「継続

就業型」を望むのは３７．６％、「子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業

                                            
52 「短時間正社員」とは、パートタイム労働研究会最終報告によると、フルタイム正社員より一週間の所定労働時間は短

いが、フルタイム正社員と同様の役割・責任を負い同様の能力評価や賃金決定方式の適用を受ける労働者をいう。図

表５１，５２，５３ 
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をもつ方がよい」と考える「再就職型」を望むのは３６．６％となっている。しかし、再就

職の困難さを体験した３０歳代では、２０歳代に比べ「再就職型」より「継続就業型」を

望む女性が多く、時系列で見ると「継続就業型」を望む割合が増えているものの、実態

は「再就職型」が多い。「子どもができても、ずっと職業を続ける方がよい」との意識は

上昇している53。 
また、日本労働研究機構「高学歴女性と仕事に関するアンケート」（平成１２年）によ

ると、高学歴女性が当面希望する就業形態と長期的に希望する就業形態を比較する

と、将来的には正社員を希望していることが分かる54。 
再チャレンジを望むと思われる無業再就職者の働きたい理由としては、「自由に使え

るお金が稼ぎたくなった」、「専門的知識や経験を活かしたい」などが多い55。 
我が国においては企業を越えた人材の流動性が乏しく、基幹的職員を中途採用す

るなどの事例がこれまではあまり見られなかった。しかし、各企業は、低成長の下での

競争力強化のため、有能な人材は年齢や性別を問わず採用していかざるを得ない。ま

た、従来の長期雇用慣行とこれに基づく年功処遇の下で、男女を問わず、特に中高年

の中途採用機会が制約を受けていることは、労働市場の機会均等にも反するものとな

る。一方、倒産、リストラ等で失業する者もでてくるため、再チャレンジの機会の拡充は、

女性のみならず、男性にとっても必要であり、社会を活性化させるために必要である。 
成功事例や性別・年齢にとらわれない評価方式や賃金決定方式についての研究を十

分に積み上げつつ、各企業とチャレンジ希望者との双方に役立つ情報を集積し、実現

していく必要がある。 
 

ク．再教育・再訓練への高いニーズク．再教育・再訓練への高いニーズク．再教育・再訓練への高いニーズク．再教育・再訓練への高いニーズ    
チャレンジを希望する女性たちも、その希望にふさわしい職業を得るためには、能力

向上の努力をしなければならない。変化の厳しい社会にあっては、２０歳前後の学生

時代に身につけた知識、能力だけでは急速に変化する職業生活には十分ではない。

まして再チャレンジとなると、情報リテラシーや専門的知識・能力の向上のため、一層

の再教育・再訓練が必要である。 
    
ケ．仕事につけない理由ケ．仕事につけない理由ケ．仕事につけない理由ケ．仕事につけない理由        

仕事につけない理由をみると、若年層では「希望する仕事の種類・内容の仕事があ

わない」が多いが、家庭責任のある３５～４４歳層では「勤務時間・休日などが希望とあ

                                            
53 図表６１ 女性が職業をもつことについて 
54 図表６２ 当面、希望する就業形態    図表６３ 長期的にみて希望する就業形態 

55 図表６４ 働きたい理由（無業再就職者） 
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わない」、中高年層では「求人の年齢と自分の年齢があわない」が多い56。２．（１）イで

前述したように、３５～４４歳層では、ライフスタイルに応じた働き方の選択肢が少ない

雇用システムが阻害要因となっていると考えられる。 
また、改正雇用対策法に年齢制限緩和の努力義務規定が設けられる以前に行われ

た調査ではあるが、日本労働研究機構「求人の年齢制限に関する実態調査」(平成１２

年)によると、求人職種の上限年齢は、平均４１．１歳、職種でみると、企画、広報、編集

は３２．４歳、一般事務、受付、秘書は３４．２歳となっており57、いったん育児が落ち着

き、再チャレンジしようとしても、年齢制限が再チャレンジの選択肢を狭め、阻害要因と

なっていると考えられる。 
このように、再チャレンジをする女性の多くが非正社員として採用されているなどの

現状をみると、従来型の長期雇用、年功賃金等の雇用システム、年齢や性別にとらわ

れない能力の評価システムの確立が難しいこと等が大きな阻害要因となっていると考

えられる。    
    

（２）支援策の方向（２）支援策の方向（２）支援策の方向（２）支援策の方向 

ア．再チャレンジのよいモデルを示すア．再チャレンジのよいモデルを示すア．再チャレンジのよいモデルを示すア．再チャレンジのよいモデルを示す    

パートタイム労働者の処遇の改善、キャリアアップルートの構築により、子育て後の

魅力ある再チャレンジの道を開くことは、結果として少子化対策にもなると考えられる。

このため、厚生労働省等関係府省において、次のような具体的取組を行う。 

 

（ア）再チャレンジの中でも特に多い就業形態であるパートタイム労働者については、

多様な働き方が「望ましい」形で広がっていくことが、少子高齢化の下での社会の支

え手の確保に寄与することとなる。これとともに、子育て後の魅力ある再就職の道を

開くことが、男女が共に暮らし、子どもを産み育てることに夢を持てる社会の実現へ

つながるという点を考慮して、特に支援策が必要である。女性の継続就業を可能に

する仕組みとして、補助的なパートから入職した場合でも、意欲・能力に応じて、短

時間正社員となることができ、さらに、フルタイム正社員へ移ることのできるよう短時

間正社員制度の導入を支援する等再チャレンジの仕組みの構築を進める。 

このため、パートタイム労働者とフルタイム正社員の均衡処遇のルールに関し、

パートタイム労働者についてのガイドラインの策定等を行うとともに、法整備につい

て国民的合意形成を推進しながら検討を進めていく必要があり、今後、労使をはじ

め、国民全体として議論を深める必要がある。ただし、一時的にパートタイム労働者

                                            
56 図表６４ 働きたい理由（無業再就職者） 

57 図表６５ 性・年齢・仕事につけない理由別完全失業者の割合 



 32 

の雇用コストが増えることによる雇用機会の減少や、フルタイム正社員への代替等

の影響、低技能・低賃金の職務であるパートタイム労働者と正社員との職務の分離

などの影響が指摘されていることにも十分留意する必要がある。  

 

（イ）育児や介護等で就業を中断した女性で、再チャレンジを望む女性を勇気付けられ

るようなものとして、パートなどで得た実力などをＮＰＯや企業の経営、起業に活かし

たという好事例を収集し、提示する。このため、厚生労働省等の再就職モデル事業

等を活用し、その成果について広く紹介を行う。 

 

（参考資料） 

①厚生労働省パートタイム研究会「パート労働の課題と対応の方向性-パートタイム労働研究会最終報告

のポイント」（平成１４年７月）（資料１４） 

②ポジティブ・アクションとしての再就職モデル開発事業（資料１５） 

    

イ．再教育・再訓練の充実イ．再教育・再訓練の充実イ．再教育・再訓練の充実イ．再教育・再訓練の充実    

大学院の社会人受入割合は増加傾向にあり、また、全学生数に占める女性の割合

も増加の一途にある。男女共同参画社会の形成に当たっての行政に対する要望にも

あるように「従来女性が就労していなかった分野などへの女性の進出を促進するため

の職業教育や職業訓練の充実」への要望は高い。 

育児や介護等でいったん就業を中断した女性が、再チャレンジするため、就業につ

ながるような職業訓練等再教育を受ける様々な機会を増やすことは重要である。この

ため、パソコン講座、再就職セミナー等就業支援関連事業を充実するとともに、意欲と

能力のある者が教育を受けられるような奨学金、教育ローン等の一層の充実や年金

資金を活用した新たな貸付制度について検討する。さらに、様々な職業分野の特性に

応じた柔軟で実践的な教育を行うなど、社会人の再教育等の機会を増やすため、高

度で専門的な職業能力を有する人材を養成する専門職大学院制度を創設する。さら

に、大学、専修学校等においても実践的な職業教育を行うなど、社会人の再教育等に

柔軟に応える機能（いわゆるコミュニティ・カレッジ）を強化する。 

   （参考資料） 

① 大学院生に占める社会人数及び割合（資料１６） 

② 「大学院における高度専門職業人養成について（中間報告）」（平成１４年４月１８日）中央教育審議会 

（資料１７）     
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ウ．年齢にかかわりなく働ける社会の実現ウ．年齢にかかわりなく働ける社会の実現ウ．年齢にかかわりなく働ける社会の実現ウ．年齢にかかわりなく働ける社会の実現    

現在、退職管理を労働者の年齢を一律の基準として行う定年制はルールとして定着

しているが、退職過程の在り方については、労働者の就業意識、賃金における能力・

業績主義の重視傾向などを踏まえ、年齢に偏りすぎた雇用システムを見直すなど、年

齢や性別にかかわりなく意欲と能力を持つ労働者が活躍できるような環境を整備する

ことが必要である。 

厚生労働省において、意欲と能力に応じて年齢にかかわりなく労働者が活躍できる

よう、短期的には、平成１３年９月に策定した改正雇用対策法に基づく「労働者の募集

及び採用について、年齢にかかわりなく均等な機会を与えることについて事業主が適

切に対処するための指針」(以下、「年齢指針」という。)に基づく指導の徹底を図るとと

もに、適宜年齢指針において年齢上限の設定を認めている例外規定の妥当性につい

ても検討する。中長期的には、法律によって、例えば、年齢上限の設定を行う企業に

対してその理由を説明する義務を課すこと、あるいは年齢制限そのものを禁止するこ

とについても、その可能性を検討する。 

事業者においては、労働者が年齢にかかわりなく能力を有効に発揮できるよう、年

齢指針に基づき、募集・採用の際に適切に対応する。 

 

（参考資料）年齢制限緩和の努力義務のあらまし（改正雇用対策法の関係条文と指針）（資料１８） 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

再チャレンジ好事例 

○Ｄ社の取組：正社員と非正社員を同じ基準で評価。同じ条件で同じ時間働けば、非正社員の給与を

正社員と同水準にしている。資格制度を設け、厚生年金などの社会保険も月に１２０時間以上働

いていれば、正社員と同様、原則加入へ。  

○Ｅ社の取組：正社員とパート、年齢、性別を問わず、従来の雇用体系を見直し、意欲と能力のある社員を積極

的に登用し、組織の活性化を図る。勤務時間や転勤の可否などによって４つの契約パターンを設けた。従業

員はそれらの間を原則自由に行き来できる。パート社員も希望によって契約を切り替え、店長などの管理職

に就ける道を開いた。柔軟な人材登用で、社内を活性化する。 対象は１万１，０００人の正社員と５万 

５，０００人のパート社員。フルタイム働けて転勤可能なＡ型、フルタイム働けるが転勤は不可能なＢ型、パー

トタイム労働で転勤が不可能なＣ型――の三種の契約に切り替える。パート採用の人でも、フルタイム働け

ればＢ型に移行、店舗の課長まで昇進できる。さらに転勤も可能とすれば、従来の正社員に当たるＡ型とな

り、店長や本部の幹部への道も開ける。登用人事は公募や推薦で行う。  
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（１）現状と阻害要因（１）現状と阻害要因（１）現状と阻害要因（１）現状と阻害要因    

農業就業人口が減少する中で、女性の占める割合は６割と高く58、農業生産において農

業経営の重要な担い手となるとともに、地域社会の維持・活性化にも大きく貢献している。

農林水産分野については、食料・農業・農村基本法第２６条において「女性の参画の促進」

が定められており、これに基づいて「農山漁村男女共同参画推進指針（平成１１年）」が策定

され、様々な取組がなされている。 

農村女性を取り巻く現状として、 

ア．女性の地域社会での方針決定等への参画状況を見ると、平成１２年における農業委員

の９８．２％、農協の正組合員の８５．７％、農協の役員の９９．４％が男性となっており、

近年増えてきているものの女性の割合は著しく低い。これに対し、各都道府県において

は農山漁村の男女共同参画に関する指標を定めるとともに、農業協同組合（ＪＡ）におい

ても、正組合員における女性の割合２５％、女性総代１０％、理事への就任をＪＡが合併

する際には、女性理事２名以上という参画目標を定めている。 

イ．女性の経営参画状況をみると、農林水産省が平成１１年度に行った「女性農業者の地

位向上に関する実態調査」によれば、何らかの形で農業経営に参画していると回答した

人が約９割いるにもかかわらず、年間決まった報酬・給与を受け取っていない女性が５

０％以上おり、経済的地位はあいまいである。これに対しては、農林漁業に従事する世帯

員のそれぞれの役割や地位を尊重し、経営のパートナーとしての世帯員相互間のルー

ルを明確化し、近代的な家族経営を実施することを目的として、家族経営協定の締結の

推進が図られている。 

ウ．女性の生活・労働環境については、総務庁「社会生活基本調査報告」（平成１３年）によ

れば、家事等の時間を含めた１日の労働時間は、女性は男性の１．２４倍となっており、

過重な労働環境にあると言える。また、農林水産省が２０～３０歳代の子育て中の女性に

行ったアンケートによれば、「育児は女性が行うのが当たり前といった雰囲気がある」と回

答した女性が５割を占めるといった状況もみられる。 

エ．最近の動きとして、女性による起業活動が活発化しており59、その数は農産加工等を中

心に年々増加しつつあるが、年間販売金額３００万円未満のものが６５％を占めるなど、

その規模は依然として零細である。また、昨今ＢＳＥ問題、食品偽装表示問題に関連し、

「食」と「農」に関する様々な課題が顕在化してきているが、これに対する「食」の安全・安

心を確保していくための取組の中で、女性農業者の視点をいかした活動の展開に期待が

寄せられている。 

                                            
58 図表６９ 農業就業人口に占める女性の割合の推移 
59 図表７０ 農村女性による起業数の動向 

４．農林水産分野における女性のチャレンジ支援４．農林水産分野における女性のチャレンジ支援４．農林水産分野における女性のチャレンジ支援４．農林水産分野における女性のチャレンジ支援    
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以上のような現状をみると、農業分野における女性のチャレンジを阻害する要因として、

農家の家庭内や地域に残る固定的性別役割分担意識、地域社会や農業経営における

女性のロールモデルの不足、仕事と子育ての両立支援体制の不備、女性が農業経営に

参画するために必要な知識・技術の習得機会や資金の不足、女性農業者と消費者の接

点の少なさが挙げられる。 

    

（２）支援策の方向（２）支援策の方向（２）支援策の方向（２）支援策の方向    

 ア．政策・方針決定の場や経営への参画ア．政策・方針決定の場や経営への参画ア．政策・方針決定の場や経営への参画ア．政策・方針決定の場や経営への参画    

女性の政策・方針決定の場への参画や、農業経営への参画を推進するため、地域レ

ベルでの男女共同参画推進目標の策定及びその達成に向けた意識啓発を行うとともに、

ロールモデルとなる女性リーダーの活躍の場の拡大や世代を越えたネットワーク化の推

進、次世代リーダーの育成、生産技術や経営能力向上のための支援、育児等と仕事の

両立支援など、女性のライフステージに応じた支援を充実させる。   

また、女性の経営における役割が適正に評価されるようにするため、家族経営協定の

活用を図る。さらに、農業分野における男女共同参画を促す近代的な経営を導入するた

めにも、法人化の促進を行う。 

    

イ．活動の多面的展開イ．活動の多面的展開イ．活動の多面的展開イ．活動の多面的展開    

新たな活動として起業に挑戦する女性に対して、必要な技術・資金面での支援を図る

とともに、企業的経営感覚を身につけたリーダーの育成や IT 化の推進を通じて、女性に

よる起業活動の高度化を支援する。また、農村女性と消費者等との生産から消費までを

通じた交流の場づくり等を推進する。 

 

（参考資料） 

①農山漁村の男女共同参画社会の形成に向けて（資料１９） 

②総合規制改革会議 

平成１４年７月２３日「中間とりまとめ-経済活性化のために重点的に推進すべき規制改革-」(抜粋)（資料２０） 
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５．その他５．その他５．その他５．その他    

 活躍する女性を顕彰するなど、女性の活躍を更に促進するような企業、団体等の活動

を推奨する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 
 

好事例 
財団法人エイボン女性文化センターでは、社会の中で、めざましい成果をあげている女性の功績

と社会貢献に焦点を当てた表彰事業（エイボン・アワーズ・トｳ・ウィメン）を行うなど、女性が参加・活

躍できる機会と場を提供することを目的に、様々なプログラムを企画実施。 

◎エイボン アワーズ・トゥ・ウィメン  

  時代を的確に捉え、社会のために有意義な活動をし、現代を生きる女性に夢と希望を与え、めざま

しい業績をあげている女性に贈っている。顕著な業績で広く知られている女性ばかりでなく、地道な

努力でその道を拓いている女性、新しい可能性を示唆する活動をしている女性の発掘にも力を注い

でいる。 

 


